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(2) 

(monetary items)である。

これらの中でまず貨幣項目についていえば，それらの期中変動額には価格

変動の結果が全く反映されず，数量的変動の事実だけがそのま、表現される

という特徴が認められる。貨幣数量に変動をもたらすのは交換活動だけであ

り，したがって，後述する購買力修正会計の場合を除いて，価格変動がその

期中変動額に影響を及ぼすことはありえない。 この貨幣項目の重要な特質
(3) 

は，ボウルデングも指摘するように，貨幣の数量が未評価のま、利用される

ということに由来するのではない。会計では貨幣資産も非貨幣資産と同様の

手続で貨幣的に評価されているのであり， たゞその評価係数 (valuation

coefficient)が測定のルールで 1と定められているからにすぎない。換言す

れば，貨幣の数量とその価値は等価で，この関係は時間的に変わらないとい

うのが貨幣評価のコンベンションの含意であり，かかる結果は会計がこのコ

ンベンションを採用しているがゆえに生じているのである。実際，貨幣項目

を貨幣項目たらしめるゆえんは，その「価格」が常に 1に等しいという貨幣

の性質にあるといってよいであろう。この点に関し，ある論者は次のように

述べている。「計算単位としての貨幣はその価格が変わりえないという事実

によって諸財から区別される。その価格は常に 1である。これに対して諸財

(2) 貨幣項目と非貨幣項目との区別についてはさしあたり次のものをみよ。

American Institute of Certified Public Accountants, The Financial 

Effects of Price-Level Changes, Accounting Research Studies No. 6 

(American Institute of Certified Public Accountants, 1963), pp. 137-42. 

Accounting Principle Board of American Institute of Certified Public 

Accountants, APB Statement No. 3, Financial Statements Restated for 

General Price-Level Changes (American Institute of Certified Public 

Accountants), paras. 18-19. Glenn L. Johnson, "The Monetary and 

Non-Monetary Distinction," The Accounting Review, Oct. 1955, pp. 821 

-23. 

(3) Kenneth E, Boulding, "Economics and Accounting : The Uncongenial 

Twins," in W. T. Baxter and Sidney Davidson (eds.), Studies in Ac-

counting Theory (Richard D. Irwins, Inc., 1962), p. 46. 



会計における恒常評価の諸方法（岡部） (337)3 

の価格は原則として自由に変動する。それゆえこの価格の硬直性こそが貨幣
(4) 

の特徴的な性質である。」

これに対して，もうひとつの非貨幣項目の場合は，貨幣項目と同様に数量

に評価係数を乗ずる手続によってその金額が測定されるが，これら「諸財の

価格は原則として自由に変動する」し，また会計はかかる変動的な価格を係

数に採用するから，それは価格変動の影響から免れえない。たとえば歴史的

原価会計の場合ですら，商品が回転しているかぎり価格が上昇すれば繰越商

品単価は期首のそれより高くなるであろうし，またそうであれば数量的には

増加していなくともその貨幣評価額は増加し，これが報告利益を拡大する結

果になるであろう。

企業の生産や交換のような営業活動は例外なく資産，負債およぴ資本に数

量的変動をひきおこす。そして，これらの結果は貨幣・非貨幣の別を問わず

評価係数を通じ貨幣金額に一元化され， 最終的には純利益金額に集約され

る。しかし，非貨幣項目については数量のみならずそれを評価する係数にも

こうして変化が生じうるから，その期中変動額の中には価格変動の結果も混

入され，純利益は数量的に裏付けのある金額には限られないこととならざる

をえない。かくして， ここに，非貨幣項目に発生した価格変動損益 (price

gains or losses)をいかに取り扱うかという， 物価変動会計の最大の課題

が生じてくる。

物価変動に対処するとされる種々の会計方法の中で最も有力なもののひと

つが，価格変動に即応して，絶えず評価係数を改訂する時価主義会計 (cur-
(5) 

rent value accounting)のアプローチであることは既に周知の通りである。

(4) George N. Holm, Economics of Money and Ba祉切g,Rev. ed (Richard 
D. Irwin,・ Inc., 1961), p. 5. 

(5) 時価主義会計では伝統的な歴史的原価会計以上に係数が可変的となるが，それ

にもかかわらず価格変動損益の分離や排除が可能となるのは，時価基準が残留

資産のみならず消費資産，つまり費用にも適用されるからである。本稿で採用

したストック変動のアプローチに単純に時価基準を適用すると価格変動損益の

謎識はかえってはなはだしくなってくる。なお，本稿の中では時価主義ないし

時価基準という用語を後者の意味でもしばしば用いている。
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の問題は，原理的にいえば，全く任意の選択問題にすぎない。それはある日

時の実際取得原価でもよいし，標準原価やある種の時価でもよい。ボウルデ
(7) 

ングのいう「恣意的に選択された恒常」係数でさえもその目的には十分に役

立ちうるにちがいない。しかし，何を恒常係数にするかによって純利益額は

異なってくるであろうし，それゆえかかる選択に重要性がないとはいいえな

い。たとえば，次の二つの可能性だけについて考えてみよう。

(1) 期首又はそれ以前の基準日の価格を恒常係数にし，期末資産をこの係

数で評価する場合。

(2) 期末の価格を恒常係数にし，期首資産をもこの係数で評価する場合。

ボウルデングは (1)を基準日法 (base-datemethod), (2)を到達日法 (end-
(8) 

date method) と呼んでいるが，これらは共に恒常評価法であるにもかかわ

らず，異なる結果をもたらす。したがって，これらの中でいずれを選択すべ

きかが恒常評価法にとってきわめて重要な課題となってくる。ボウルデング

も次のように指摘している。 「相対価格が不変でない時には財の数量の増減

に関する概念そのものに避けられない曖昧さが残る。というのは，問題の期

間の期首に支配的であった価格をとるかそれ．とも期末に支配的であった価格
(9) 

をとるかに結果は依存するであろうからである。」

それでは，これら二方法の差異は具体的にどのようなものであり，またど

こから生じているのであろうか。これらの点を明確にするため，彼の具体例
(lo) 

について検討してみよう。ボウルデングの二商品の例によれば，小麦とワイ

シャツの期首の数量は50ブッセルと30枚，期末の数量は 100ブッセルと 5枚

である。またそれぞれの価格については，小麦のそれは 1ブッセル当り1.80

ドルから3.00ドルヘ上昇するのに対して， ワイシャツのそれは4..00ドルから

2.00ドルヘ下落する。 この情況においてかかる価格（時価）をそのまま係数

(7) Ibid., p. 45. 

(8) Kenneth E. Boulding, Economic Analysis, 3rd ed. (Harper and Brothers, 

1955), pp. 271-72. 

(9) Ibid., p. 271. 

(10) Ibid., pp. 271-72. 
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第1表比較貸借対照表（時価主義会計の場合）

期 首 期

末

小 麦 (50プッセルx$1.80=) $ 90 (100フ・ッセルx$3.00=) $ 300 

ワイシャツ (30 枚 x$ 4.00=) 120 (5 枚 x$ 2.00=) 10 

（合計） $ 210 $ 310 

資本金 $ 210 $ 210 

純利益 100 

（合計） $ 210 $ 310 

に採用すると第1表に示されている結果が得られるが，この純利益額には数

量的増加を反映しないものも含まれている。そこで，この点を是正するため

恒常評価法を採用すれば，基準日法の場合には第2表のような結果が，また

到達日法の場合には第3表のような結果が生ずる。いずれも恒常評価法であ

り，それゆえいずれの利益も数量的培加分だけを反映すると主張されうる

が，それにもかかわらず金額は全く異なっている（ただし，第1表と第3表の

利益の一致は偶然である）。ボウルデングにいわしめれば次のようである。「こ

の場合には， しかし，基準日の価格で評価されると総在庫は210ドルから200

ドルヘ下落しているのに，到達日価格で評価されると同量の在庫が 210ドル

から 310ドルに上昇しているのがみいだされる．I

第2表比較貸借対照表（基準日法の場合）

期 首 期 末

小 麦 (50プッセルx$1.80=) $ 90 (100フ・ッセルx$1.80=) $ 180 

ワイシャツ (30 枚 x$ 4.00=) 120 (5 枚 x$ 4.00=) 20 

（合計） $ 210 $ 200 

資本金 $ 210 $ 210 

純損失 △ 10 

（合計） $ 210 $ 200 
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第3表比較貸借対照表（到達日法の場合）

(341)7 

期 首 期 末

小 麦 (50プッセル x$3.00=) $ 150 (100プッセル X$3.00=) $ 300 

ワイシャツ (30 枚

（合計）

資本金

純利益

（合計）

x$ 2.00=) 60 

$ 210 

$ 210 

(5 枚

$ 210 

x$ 2.00=) 10 

$ 310 

$ 210 

100 

$ 310 

この特定の場合においてはある方法で測定されると財の総数量は下落した

のに，他の方法で測定されると総数量は上昇するという逆説的な結果にわれ

われは達した一~ この

ジレンマから逃れる方法はない。『財の総数量』についてただひとつの定義
(11) 

というものは存在しえない。」

このようなボウルデングの直面した問題点を明確にするため，かかる差異

がいかにして生じているかを記号を用いて明らかにしてみることにしよう。

いまあるクラスの資産の期首の数量を q, 期末の数量を q'で表わし， 期首

と期末の価格をそれぞれ P,p'で表わすとすると，ボウルデングの例示のよ

うな時価基準の場合， かかる資産の貨幣評価額は pqから p'q'へと変化し，

したがってその純変動額は (p'q'-pq)と測定される。しかし，その中には

数量的増加を反映するものと価格変動によるものとが共に含まれているか

ら， 前者の数量差異 (quantityvariance)と後者の評価差異 (valuation

variance)とに分解してみることが必要とされる。この分解には差異分析の

手法がそのまま利用できるであろうが，そうする場合にも二つの方式が考え

られる。まず第一に，期首価格 Pを基準に

p'q'-pq=p(q'-q)+q'(p'-p) ....................................・・・・(1)

と分解することが可能であるし，また第二に期末価格 P'を基準に

(11) Ibid., p. 272. 
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か。それらの差異を明らかにしえたいま，改めて問うぺきなのはこの問題で

ある。会計にその具休的適用例を見い出しうる以上，われわれはポウルデン

グがしたように「ジレンマ」の問題として放置することはできない。そこで，

以下では，会計の立場からこの問題を検討してみよう。

m 棚卸資産損益と恒常評価法

ところで，基準日法や到達日法はもとよりとして恒常評価法そのものも，

寡聞のかぎりでは会計文献で取り上げられたことはないように思われる。叙

上のボウルデングの所論に注目した論者としてもわずかにスクーリングの名
(13) 

をあげうるにすぎない。しかしながら，そうだからといって，会計において

かかる恒常評価法が今日まで全く顧慮されなかったと解することは許されな

い。事実はむしろ逆であって，物価変動会計の議論はその当初からかかる方

法の是非をめぐって展開されてきたとさえいうことができる。前世紀末葉か

ら実践されていたといわれる基礎有高法 (basestock method)にしても，ま

たその発展形態のひとつである後入先出法 (last-infirst-out)にしても，

・・・・・・・・・ (14) 
「それらは共に帳簿上で運転棚卸資産を実質的に恒常の価格で記載する」方

法にほかならないし，また今日の物価変動会計の諸類型もこれらの方法の延

長線上で把えることが可能であるからである。そこで，ここではまず基礎有

高法と後入先出法を取り上げ，それらが恒常評価法としてどのような特質を

もつかを明らかにしてみることにしたい。

基礎有高法や後入先出法を支持する人々は，先入先出法や平均法のような

伝統的な方法によれば数量的増加を伴わぬ価格変動損益が報告利益に算入さ

れる点を端的に問題にする。利益があるためには「棚卸資産の物量ないし…

(13) Robert R. Sterling, Theory of the Measurement of Enter祈iseIncome 

(The University Press of Kansas, 1970), Chap. IX. 

(14) Hennry B. Arthur, "Inventory Profits in the Business Cycle," Harverd 

Business Review, March 1938, p. 31.ただし，強調点は追加した。
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(15) 

…効用が増加していなければならない」というのが彼等の基本的な考え方で

あり，この立場から，係数変動による評価額の埴分は企業の存続を危うくし

かねない紙上利益 (paperprofit)にすぎないのであって，真の利益ではな

いという主張がなされる。「これらの棚卸資産が評価される価格の増加はみ

かけ上の利益 (apparentprofit)をもたらしはするが， この利益は偽りで
(16) 

消費不能であり」，したがってこれが処分されれば物的資本が蚕食されると

いう危険な事態を招くというのである。そこで，かかる結果を阻止する方法

として恒常評価法が浮び上がってくる。

このような議論において「紙上利益」とか， 「みかけ上の利益」といわれ

るものはヨリ一般的には棚卸資産損益 (inventoryprofits or losses) とい

う名で呼ばれているが，それは期首の棚卸資産と同量の「物」がヨリ高い金

額で表現されるがゆえに生ずると理解されている。それゆえ，われわれの用

語でいえばそれは q(p'-p)の大きさをもつ評価差異であり，またこれが排

除されるべきだとすれば残る利益は先の(2)式より p'(q'-q)の大きさの数
(17) 

量差異でなければならない。しかしながら，そうであるにもかかわらず，こ

のことから暗示される到達日法はそのままの形では採用されえない。原価配

分原則が支配する伝統的会計の枠組の中では棚卸資産費用と繰越価額の合計

が実際原価を超えたりそれに不足することは許されないから，端的に到達日

法によって期末価格で期首資産を評価することはできない。そうすれば歴史

的原価評価のルールに背反する。そこで，基礎有高法と後入先出法では，到

(15) George R. Husband, "The First-in, Last-out Method of Inventory Valua-

tion, :" The Accounting Review, June 1940, pp. 190—196, Also Reprinted in 
Stephen A. Zeff and Thomas F. Keller (eds.), Financial Accounting 

Theory (McGrow-Hill, 1964), p.105. 

(16) Hennry B. Arthur, op. cit., p.四

(17) 棚卸資産損益をフローの側から測定して，収益に対応されるものの実際取得原

価と実際取替原価の差と定義する有力な見解もある。この点に関しては次の文

献をみよ。渡辺 進著，「棚卸資産会計論（改訂版）」（森山書店，咀和40年），

第4章。
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割がきわめて大きいが，それにもかかわらず，いかなる指数がこの修正に適

当であるかについては論者の意見は必ずしも一致していない。財・用役に対

する貨幣の支配力と購買力を定義する点に関しては異論はないにしても，ぃ

かなる種類の財と用役を．いかなるウェートで考慮するかという点になると論

者の間で意見はまちまちである。ある論者は貨幣の特質のひとつはそれがあ

らゆる財・用役と交換可能なことにあるとして： 「用いられる指数は一般的
(27) 

であればあるほどよい」と主張する。これに対し，他の論者は，貨幣の購買

カの変化はその保有者が支出しようとする特定品目に結ぴつけて測定される

べきだとして，個々の保有者の購買行動との関連を強調する。この個別購買

力概念によれば重要なのは個別指数であって一般指数ではない。ある論者は

次のようにこの考え方を正当化している。「この計算のために重要なのは個

別企業の個別購買力である。すなわち，企業が物的営業水準を引き下げずに

支払いうる最大の配当は，財務諸表が作成される特定の企業が利用したか利

用を計画している特定資源に対して影響を及ぽした価格変動を参照して計算
(28) 

されなければならない。」

このような一般購買力概念と個別購買力概念の対立は単に指数選択問題に

とどまるものではない。それは貨幣の性質をどう理解するかという根本問題

にも重要なかかわりをもっている。そこで，ここではこれ以上この問題に立

ち入るのを避け，個別購買力概念に基づいて議論をすすめることにしよう。

そしてその上で一般購買力概念の場合には結論をどう修正すべきかについて

付言することにしたい。いま単一の商品（小麦）を売買する企業が期首と期

末に q,q'の数量の棚卸資産をもっていると仮定する。これらの棚卸資産

の実際取得原価が期首では P,期末では P'であったとすると， 棚卸資産価

額は pqから p'q'へと変化するが， 貨幣の購買力もその間に変化している

(27) Maurice Moonitz, "Price-Level Accounting and Scales of Measurement, " 

The Accou”血 gReview, July 1970, p. 469. 

(28) Rawrence Revsine and Jerry J. Weygandt, "Accounting for Inflation: 

The Controversy," The Journal of Accountancy, Oct. 1974, p. 78. 
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たものであってもいわゆる前転法 (rollingforward) を採用して， 新しい
(29) 

貸借対照表日の物価水準に引き直す手続が必要とされるのである。しかしな

がら，このような手続が採られる場合であっても叙上の点に変化は生じな

い。いかに遠い過去の取得原価であっても，それは結局は直近の貸借対照表

日の購買力単位数に変えられなければならないであろうし，またいかに修正

の回数が多数にのぽろうとも修正されるのは取得日から貸借対照表日の間に

生じた購買力変動以外ではありえない。取得日以降のすべての購買力変動が

修正を要する大きさであるから，個別購買力概念によれば取得原価は取得日

（又は直前の貸借対照表日）の価格と期末の価格との比によって期末水準に修

正されなければならない。かくして，（9）式に示されているように，修正後に

は事実上期首価格は期末価格にとって代えられ，期首数量も期末数量も共に
(30) 

期末価格で画ー的に評価されたかのような結果が生ずる。この結果，あたか

(29) 前転法についてはたとえば APBStatement No. 3をみよ。 Accounting

Principle Board of American Institute of Certified Public Accountants, 

op. cit., para. 44. 

(30) その実際取得原価が修正後には他の数値に置き代えられるという点は購買力修

正会計の重要な特質である。歴史的原価会計では個々の購入数量はその購入価

格に堅く結びつけられているのであり，そうであればこそ金額を決定する上で

物の流れをどう仮定するかが頂要になるのである。しかし，物価水準の変動を

修正すると，期末水準からかけ離れたものは大きな乗数で，またそれに近似す

るものは小さな乗数で修正され，共に同一価格水準に引き直されるから，購入

時点の逮いに基づく購入価格の相遮は消去されてしまう。これに伴い，どの時

点の購入価格をもって評価しても同じ結果が生ずることになるから，物の流れ

の仮定そのものも意義を失ってしまう。購買力修正会計は一般に歴史的原価会

計の延長線上に位置するものといわれるが，その修正後の価格はも早や各購入

数鼈と個別に結合したものではなく，むしろそれとは別個のものである。 ドレ

ビンは「伝統的財務諸表で LIFOが使われているか FIFOが使われているか

にかかわりなく，修正後の雨務諸表では同額の残高が得られる」ことを明確に

論証したが，このことは購買力修正会計では既に数量と価格が切り離されてし

まい，物の流れの仮定がその重要性を失っていることを示すものと解されよ

う。 Cf. A. R. Drebin, "Price-Level Adjustments and Inventory Flow 

Assumptions," The Accounting Review, Jan. 1965, p.161. 
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も期末価格が期首から支配していたかのように取り扱われることになり，到

達日法の場合とちょうど同じ期中変動額が生ずる。

このように，購買力修正会計は，修正を通じて事実上期首数量の評価係数

に期末価格を適用するから，報告利益を到達日法の数量差異に限定する点で

も，また物的資本を維持する点でもきわめて有効である。先にみた基礎有高

法のように基礎数量の過不足に問題が生ずることもないし，また後入先出法

の場合のように数量的に減少した時に棚卸資産損益が一挙に実現してしまう

という問題もない。その上，この場合には，評価差異は単に排除されるだけ

でなく貸借対照表上にそれとして明示される。取得原価の修正額は特別の勘

定に組入れられ，所有主持分のひとつとして財務諸表に明記される。それゆ

え，これらの点からすれば購買力修正会計は到達日法の効果をあげる上で基

礎有高法や後入先出法よりもはるかに徹底的であるとみることができよう。

貨幣価値の変動を補正しようとするにすぎない購買力修正会計が物的資本維
(31) 

持を可能にする会計だといわれたり，「それは財の数量の会計の地位に退ぞ
・ ・・・・・・ •(32)
いて，これら財の経済的意義の変化をかえって無視してしまう」と指摘され

たりする理由はここにある。その利益の中には評価差異は全く含まれてはい

ないのである。

もちろん，個別購買力概念に基づく場合でも，上例のように物価指数を単

ーの財の価格によって編成するのは必ずしも一般的ではない。企業が通常購

入する多数の財・用役をバスケットに投入して企業別の物価指数を絹成すべ

(31) R. G. Gynther, Accounting for Price-Level Changes: Theory and Pro-

cedures (Pergamon Press, 1966), pp. 69. 

(32) Paul Rosenfield, "Current Replacement Value Accounting: A Dead End," 

The Journal of Accountancy, Sep. 1975, p. 69.強調点は追加した。なお，

同じ文脈において，購買力修正会計によれば調達活動の成否のデータがなくな

ってしまうという批判がしばしばなされる。将来の値上りを予想して早期に購

入したものであっても同じ価格に修正され，しかもこれに伴う評価差異はすべ

て利益から排除される結果，購買のスキルを利益金額に反映させることは不可

能になるからである。なお，この点に嬰しては次のものをみよ。 R.G. Gyn-

ther, op. cit., pp. 77-78. 
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きだという主張や，同一産業内の各企業が再投資する資本尉の加重平均価格

に基づいて産業別の物価指数を編成すべきだという主張も決して少なくはな
(33) 

い。だが，このようにしてバスケットに投入する財・用役の範囲を次第に拡

大してゆけばその延長線上に消費物価指数や卸売物価指数のような一般物価

指数が登場してくるであろうから，ここにひとつの問題が生ずる。物価指数

を一般化すればするほど物価指数の変化と個別物価の変化は乖離しがちであ

るから，前者に基づいて修正を施しても後者の影蓉を完全には除去しえない

ことにならさちをえない。一般物価指数の変化が特定の財の価格変動から乖

離する程度まで評価差異は排除されずに，それが数量差異とともに利益とし

て報告される結果が生ずるのである。この点は一般物価と個別物価の不一致

の問題としてしばしば指摘されている通りである。

しかしながら，このような事実があるからといって上の分析がただちに無

意義になるわけではない。購買力修正会計においては，少なくとも個々の資

産価格が物価指数に比例して変化するかぎりでは，すべての評価差異が除去

され，到達日法という恒常評価法が採用されたのと同一の結果が生ずる。両

者の変化の割合が等しくなければ，それだけその効果が減殺されることはた

しかであるが，このことはむしろ程度の問題であってその性質を変えるもの

ではない。物価水準の変動を修正するということは期首又はそれ以前の評価

係数を期末価格に一致又は近似する価格に改訂することにほかならず，また

この考え方こそ，紛れもなく到達日法の特質を形づくるものなのである。

v結び

ところで，本稿で取り上げた恒常評価の諸方法のうちで基礎有高法と後入

(33) 物価指数の編成に関しては次の文献をみよ。 EldonS. Hendriksen, "Pur-

chasing Power and Replacement Cost Concepts-Are They Related?" The 

Accounting Review, July 1963, pp. 483-91. ・ William H. Hannun and W. 

Wasserman, "General Adjustments and Price-Level Measurement," The 

Accounting Review, April 1968, pp. 295-302. 
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では，意識的であるか否かはともかくとして，結果的には明らかに到達日法

が選択されてきたのであり，しかも重要なことに，このような選択は理由な

しにおこなわれたわけではなかったのである。




